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１ 加西市の現状
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加西市の現状は？ 人口の減少

・市街化区域≒北条の人口は緩やかに増えていますが、市街化調整区域と都市計
画区域外は急激な人口減少。市全体の人口減少の要因となっています。

・市街化調整区域の人口の減少数が、市全体の減少数とほぼ同じ。

加西市人口推移 （国勢調査より）

△9,084人 （△18％）

△10,467人（△28％）

＋2,729人（＋28％）

△1,346人 （△29％）

過去30年間の推移

➡厳しい建築規制が、人々の移住定住を妨げ、市の施策の効果を削ぐなど
人口の減少傾向に拍車をかける状況となっています。

加西市人口

市街化調整区域

市街化区域

都市計画区域外
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加西市の現状は？ 空き家の増加

・ 空き家の割合は１０軒に１軒です。今後、少子高齢化、人口減少により
空き家は増加していくと予想されます。

・ 市街化調整区域では、空き家の増改築や用途変更などに許可を要す
ることが多々あり、利活用が思うように進まない状況にあります。

加西市空き家数の推移
（R5住宅土地統計調査）

過去35年間の推移

＋4,430件（＋1.3倍）

6.0％➡12.9％
＋6.9ポイント

＋1,520件（＋2.9倍）

建物数

空き家率

空き家数
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加西市の現状は？ 人口転出入（R2国勢調査）

☆殆どの市町において、加西市からの転出数が加西市への転入数を上回る。転出超過。
☆転出先、転入元ともに、北播磨ではない、他の都市計画区域である姫路市がダントツに
多い！
⇒単純に人口が多く、車で30～50分と近いことに加え、製造業を通じた結びつき（＝トヨタ系企
業が両市に存在、市内工場が姫路市の企業の下請けを営むなど）が強いためと推測される。

☆次いで多いのは、神戸市、加古川市、加東市➡主にJR神戸線沿線に市民が流出
☆北播磨地域はJR神戸線沿線の次⇒北播磨管内で密接な関係があるとは言えず、近隣
同士での人口の奪い合いには至っていない➡東播都市計画区域からの分離理由の一つ

転出入者数・転出入先の内訳
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◇昼間人口、夜間人口共に減少しているが、夜間人口の減少がより厳しいため、H22に
昼夜間人口比率が逆転し、R2では大きく差が広がった。
➡昼間の方がヒトが多く、にぎわっているまち
◇つまり、加西市は、“ベッドタウン”ではなく、“工場へ働きに来るまち”になっている
◇そして、“農業のまち”ではなく、“製造業のまち”が、正確な“まちの現状認識”

加西市の現状は？ 昼夜間人口（R2国勢調査） 6

昼夜間人口比率



加西市の現状は？ 通勤流動（R2国勢調査） 7

通勤流動（水色矢印が通勤流入、オレンジ色➡通勤流出）
◇昼間人口の増
減の基本となる
通勤流動では、
姫路市からの流
入2,638人、加
古川市からの流
入1,403人の計
4,041人が、両
市から加西市へ
働きに来ている。
◇一方、上記両
市への通勤流出
は、姫路市へ
1,349人、加古
川市へ628人の
計1,977人と、
流入と比べ半数
以下。

◇一方、北播磨5市1町合計の流出入は、加西市への流入計4,074人、流出計3,505人
と、北播磨管内ではない姫路市+加古川市からの流入数と変わらない。
◇加西市の産業は、姫路市からの雇用供給により支えられている、とも言える。



加西市の現状は？ 建築件数の推移

（加西市調べ）【建築確認申請件数の推移】
H8
676件

R3
182件

都
市
計
画
別

建
築
確
認
申
請
件
数

建築件数の状況
■上表、建築件数はH08年をピーク（676件）とし
減少傾向、H20～H30年は200件前後と、ピーク
時の1/3に落ち着く。
■H30年以降は160～190件と、ピーク時の1/4
にまで減少し、R5年以降は160件を切る
⇒人口減少社会のなか、加西市での建築需要が低下

■右表、都市計画別の内訳だが、H23～H28年ま
では調整区域での建築が市街化区域の建築より30
～50件多い状況が続いていたが、H29年以降はそ
の差が接近し、R03年以降は逆転
⇒北条の建築需要は横ばいだが、調整区域は右肩下がり

建築確認申請最新データ
R4：192件
R5：152件
R6：130件
➡もはや“市街化を調整する”必要性なし

8

建築需要が低下



調整区域の工場数が市全体の7割、171社
⇒加西市の“地場産業”

明治～戦前・農村の工業的副業として織物産業（播州織）が広く定着（月産60万ヤード）

戦後すぐ ・S22年、松下電工兵器工製造所を引き継ぎ北条町で三洋電機が創業

昭和30年代・外需縮小により織物工場、賃織農家が近代工業へ移行

（白物家電の部品を製造する三洋電機の部品製造下請けへの転換が急増）

・都市計画法以前に中小規模工場が増加⇒殆どが調整区域の集落内の町工場

平成～令和・下請け工場が金属加工、機械製造などに販路を広げ自主独立の企業に育ち「ものづくりのまち加西」を確立

・H18年、三洋電機北条工場が閉鎖となり、リーマンショックと重なり一時的に雇用減少、地域経済低迷が起きたが、

三洋電機を離れた技術者OBの地元企業再就職により高度な技術力を地域企業に還元、「部品製造のまち加西」が復活

・現在では経済系テレビ番組に出演する世界レベルの“大きな中小企業”も複数現れる

調整区域の工場が出荷額の4割、1,140億円

⇒加西市の“地場産業”

三洋電機の下請けから出発した加西市本社企
業がテレビ番組に出演した時の映像です。
右側の企業は工業団地へ移転されましたが、
左側のオーブントースターで有名な企業は今
も調整区域に本社・工場を構えています。

調整区域の規制により、事業所数
が減少し、売上も減っています

製造品出荷額：県内10位

加西市の現状は？ 製造業の歴史 加西市の“地場産業”とは 9



加西市の現状は？ 産業別従業員数の割合＝主要産業は何か 10

産業種類別従業員数割合

◇上表は、国勢調査での産業種類別の従業員数
割合を示す表だが、兵庫県全体と比べると、加西
市は第１次産業（農業）も多いが、第２次産業（製造
業+建設業）の割合が相当多いことがわかる。
◇左表は経済センサスR3年データから詳細な産
業分類別の従業員数比率を円グラフにしたものだ
が、加西市では製造業への従業者が半数近いこと
がわかる。
また、第３次産業の内訳で、通常は卸売業・小売
業が飛びぬけて多いところそこまで多くはなく、
福祉関係、運輸関係の比率が高いことがわかる。



加西市の現状は？ 産業としての製造業、小売業、農業の位置 11

◇上表は県内農業出荷額上位12市町
の、製造品出荷額と合わせた金額をグ
ラフ化したものです。
◇青色は農業産出額を示しますが、そ
の割合について、南あわじ市以外はグ
ラフ上では視認できません。
⇒南あわじ市は“農業のまち”と言える

◇左表は加西市の製造業、小売業、農
業の産出額（販売額）の推移をグラフ
化したものです。加西市の産業構造が
わかると思います。



２ 加西市の都市計画の現状

12



•区域区分(線引き）とは、都市計画区域を市街化区域と市街化調整区域に区分する
（線を引く）こと。

•区域区分（線引き）廃止とは、線引き都市計画区域から非線引き都市計画区域に変更す
ること。➡東播都市計画区域に残る限り線引き廃止はできません。

※線引き廃止は都市計画区域の変更です。都市計画区域外は、都市計画法が適用されな
い区域であり、線引き廃止の対象ではありません。

線引き
廃止

加西市の都市計画の現状 区域区分（線引き）とは 13



令和６年12月 住民説明会資料

都市計画の区域区分（線引き）廃止について

※ 都市計画区域外は、都市計画法が適用されない区域
であり、線引き廃止の対象ではありません。

※ 都市計画法の有無に関わらず、
農地法など他法令の規制はあります。

加西市の都市計画の現状（Ｒ7.6月時点） 14



加西市の都市計画の現状 市街化調整区域の割合が大きい

・ 市域の約75％を占める市街化調整区域
に、人口の約65％が居住しています。

市街化調整区域

市街化区域

都市計画区域外

都市計画区域

➡兵庫県内の市町の中で最も市街化調整区域の
面積の割合が大きい。人口割合など総合的に見
ると、国内ワースト上位に入っています。

➡市街化調整区域の建築の規制が多くの集落で
活力低下の一因となっていると言えます。

・ 都市計画区域に占める市街化調整区域の
割合は約95％です。市街化区域は約５％
しかありません。

15

R2国勢調査より



加西市の都市計画の現状
兵庫県内の自治体 市街化調整区域の面積割合の比較
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加西市の都市計画の現状
区域区分の見直しに関する住民アンケート調査 （R５年12月～R6年1月）

１ 目的 加西市在住の住民を対象に、区域区分廃止の周知と、区域区分廃止に対する市民の意向についてアンケート
調査を行い、区域区分廃止検討の基礎資料とする。

２ 実施期間 R５年12月14日～R6年1月5日

３ 回収状況 郵送アンケート回収数 426部/1,500部、（回収率28.4％） （LINEアンケート回収数含めて650票回答）

質問事項３．（８）
市街化調整区域における土地利用の現状
についてどのような考えをお持ちですか。

質問事項３．（９）
市街化調整区域（区域区分）の廃止について、率
直な感想をお答えください。

※回答数が回答者数（不明除く）より多いのは、複数回答した回答者がいるため

85.7%
75.7%

•「区域区分廃止に良い面もあるし、悪い面もあると感じた（179人、28.4％）」と
「調整区域緩和は必要だが、ルールづくりも必要（188人、29.5％）」はほぼ同数。
•アンケート結果を受け、本市の区域区分廃止では、全国的にもトップクラスのき
め細やかな規制内容の特定用途制限地域を設定する。
•この回答者を含むと約8割が区域区分廃止（調整区域の緩和）に前向きな回答。

ほぼ同数
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加西市の都市計画の現状
「市街化調整区域」の建築規制とは？

市街化調整区域には次のような厳しい建築規制があります。

① すべての建築に許
可手続きが必要。

• S46線引き後建築の空き
家は用途変更許可が必要。

• 農業施設、公益施設、日
常生活に不可欠な施設、
市街化を促進しないとさ
れる施設等しか建築が許
可されない。

• 原則、建築行為を制限。
• 建築できる場合でも、
建築許可＋建築確認の
二重手続き

② 戸建て住宅建築に
人の条件が付く。

③ 空き家も自由に使
えない。

• 農家、地縁者（地元出身
者）等しか許可されない。

➡移住者が建築できない。
➡Uターン者の受け入れしか
できないため、人口が減るこ
とが確実な制度設計⇒✕。
➡空き家活用するにも人の
条件を限定して探すことが
前提になる。

➡用途変更許可を取るのに
設計図面が必要で、建築士
に依頼すれば数十万円かか
るため、そこまでして調整区
域の空き家を利用したいと
はならず、不動産市場に流通
せず、商品にならない。

兼用住宅が③兼用住宅が建築できな
い。

④ 事業所の建築は厳しく制限。 ⑤ 店舗の建築は更に厳しく制限。

• 喫茶店など日常生活に最低限必要かつ小さ
な規模の店舗しか建築できない。特に食品
スーパー、ドラッグストア、コンビニですら「市
街化を促進する」とされ、厳しく立地が制限さ
れている。

• 工場、事務所、倉庫の増築、用途変更、
事業継承、土地建物の処分が難しい。

• 建築するには市が地区計画、特別指定
区域制度を使い、その都度1～2年かけ
て規制緩和する必要がある。
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上記はすべて、事業主体は民間です。市は、民間の計画に基づき調整区域の規制緩和を
実施する等、官民連携で多くの事業を進めてきました。今後も、土地利用ニーズに応えら
れるよう、できる限り柔軟に土地利用制度を運用していく方針です。

加西市の都市計画の現状
加西市が行った調整区域の規制緩和のうち主なもの

H31.3 加西インター産業団地第1期地区（産業団地整備）

産業用地創出のため

R1.６ 東高室地区（複合商業施設の誘致）

移住定住促進、商業施設誘致のため

R４.10 西笠原町地区（商業施設誘致、移住定住促進）

R2.3 鶉野飛行場跡地東部産業拠点地区（産業用地創出）

R5.8 加西インター産業団地第２期３、５工区地区（産業団地整備）

R６.７ 殿原地区（移住定住促進、商業施設誘致）

R５.９ 宇仁地区（空家の利活用）

R1.10 宇仁地区（新規居住者受入れ、移住定住促進）

加西インター産業団地1工区、2工区、4工区

東高室地区の商業施設用地

H29.6 尾崎町北条高校前地区（住宅団地整備）

H30.3 繁昌町国道372号沿線地区（産業用地創出）

H30.6 東高室次世代へのまちづくり産業立地促進地区（産業用地創出）

※加西インター産業団地は市と民間事業者（事業協力者）が連携して事業を実施

19

R7.10 繁昌町国道372号沿線第2期地区（産業団地整備）



３ 線引き廃止と特定用途制限地域

3-1 兵庫県の考え方

20



兵庫県記者発表資料① （R6年9月18日付）

➡区域区分の決定権限は兵庫県にあり、概ね５年毎に県内一斉に見直しが検討されます。
今回はＲ8.3末がそのタイミングで、加西市は市街化調整区域の廃止に向けて手続き
を進めています。（県内初、全国約22例目） ※加西市調査のため“約”を付けています。

21



兵庫県記者発表資料② （令和６年９月18日付）

➡兵庫県が東播都市計画区域から加西都市計画区域への分離と、区域区分を廃止します。
加西市が区域区分に代わる新たな土地利用のルール（特定用途制限地域）を定め、市が主体
的にまちづくりを進めていきます。※都市計画区域外のようにルール無しではありません。
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兵庫県における
区域区分見直しの考え方

兵庫県内の都市計画
（R7.1月現在）
※加西市は、R8.4月
以降の非線引き都市
計画区域として表示

• R５.3月の県「区域区分見直しの考え方」
において、本市が属する東播都市計画区
域の内陸部は「市町が区域区分と同様の
土地利用コントロールを行う場合は設定
しないことも可とする」とされました。

• 各市町の意向を基に、検討が開始さ
れ、廃止した際の影響調査、新たな
土地利用コントロールの検討、また
近隣市町等との広域調整を経て廃
止の方針が決定されました。

• 廃止の本格検討開始から実現（R8.3末）

まで足掛け約４年間を要しています。

• 廃止を検討されている県内他市町もあり
ますが、R8.3末の廃止は加西市だけです。
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加西市域の区域区分の廃止方針についての県の考え方 （要約） 24



３-2 新しい土地利用制度

加西市独自で規定する
“特定用途制限地域”で建築できる用途

25



加西市都市計画マスタープランで目標としているまちづくりと
「線引き廃止」に対する考え方
加西市都市マス 将来都市構造図

都市核
(北条町市街化区域)

①市が目指すまちの将来都市構造

副都市核
(旧町役場周辺にある九会北部地区と加西イ
ンター周辺地区の２地区、ともに調整区域が
大半を占める)

地域拠点
(多くは調整区域にある小学校区の中心地)

②線引き廃止に対する考え方

無秩序な乱開発を防止し良好な市街地を形成す
る区域区分の本来の目的が加西市特有の都市
構造と合致せず、空家の利活用、地域産業の保
全・育成、若い世代や女性の自己実現、人口減少
対策や集落活性化の観点から有効ではない。

総合計画に掲げる基本理念や都市計画マス
タープランに掲げる将来都市構造を実現する
には、線引きを廃止し市独自の土地利用コント
ロールによって実現を図ることが必要。

26



新しい土地利用制度とは？ ①目的

1. 土地利用のルールを“厳しい規制”から“緩やかな規制”へ

2. “県主体”から“市主体” の土地利用コントロールへ

➡市の権限により、人々の暮らし方の変化や事業所の拡張・移転、
企業誘致、新たな産業団地整備など社会の変化、市の施策実現
に機動的に対応
※県の許可権限下の土地利用制度では実現まで1～4年かかっていた。

➡移住者の受け入れや人口流出の抑制など、人口減少、地域活力
向上にきめ細やかに対応

線引き廃止をする前提＝兵庫県が提示する条件
「市町が区域区分と同様の土地利用コントロールを行う場合は区域区分を
設定しないことも可とする」
➡市街化調整区域に代わる土地利用コントロールが必要、完全無指定は不可

加西市が考える“区域区分と同等の土地利用コントロール”

27



新しい土地利用制度」とは？②線引き都市計画から非線引き都市計画へ

① 市街化区域と市街化調整区域を設定し「線を引く」ことが義務である「線引き都市計画区域」か
ら、線を引かない「非線引き都市計画区域」に分離・移行する。
※「線引き廃止」とは、線引き都市計画区域から非線引き都市計画区域へ変わることです。

② 旧市街化調整区域側では、「特定用途制限地域」を設定して市条例により建築の規制誘導を図る。
※特別指定区域は廃止されます。特別指定区域から特定用途制限地域へ代わると理解ください。

③ 旧市街化区域側では、市街地としてのまちづくりを維持するため「用途地域」を存置する。
※非線引き都市計画区域では、市街化区域と市街化調整区域の設定は不可ですが、用途地域
の設定が可能です。

④ 都市計画区域外における建築規制は変更しない。

⑤ 「地区計画」は存置し、地域ごとの特性に見合った土地利用を進める。

28



新しい土地利用制度とは？ ③広域の都市計画から単独の都市計画へ

都市計画区域図（令和６年９月現在） 都市計画区域図（令和８年４月以降）

•広域の「東播都市計画区域（線引き都市計画区域）」から分離し、単独の
「加西都市計画区域（非線引き都市計画区域）」へ変わります。
※既存の都市計画の名称変更が「東播都市計画」→「加西都市計画」に変更されます。
・他市町に影響されない単独の都市計画区域に変わることで、線引きが廃止できます。

➡東播8市２町の他市町と横並びのまちづくりから、市独自のまちづくりへ移行します。
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都市計画区域外

北条市街化区域

産業団地
工業地域

市街化調整区域

市街化区域

移行

特定用途制限地域

用途地域

都市計画区域外

北条用途地域

産業団地
工業地域

中野市街化区域 中野用途地域

変わらずそのまま

市街化区域ではなくなるが、

用途地域は残る

市街化区域ではなくなるが、

用途地域は残る

市街化区域ではなくなるが、

用途地域は残る

新しい土地利用制度とは？ ④線引き廃止前と廃止後 30



新しい土地利用制度とは？
建築の規制が変わる地域、変わらない地域

• 旧市街化区域 ・・・用途地域が残るため、建築の規制に
変更はありません。（農地転用は許可制に変わります）

• 都市計画区域外・・・建築の規制に変更はありません。

31

• 旧市街化調整区域・・・建築の規制が緩和されます。
※ただし、土地利用のルールを定めるので、どこでも、何でも建築できません。

① 建築許可が不要になります。➡建築許可を取る図面作成費用に数十万円でした。

※建築確認申請、区域面積3,000㎡以上が対象の開発許可、区域面積1,000㎡以上が対象
の市開発調整条例の手続きは必要です。

① 誰でも住宅建築が可能になります。➡不可能でした。

② 住宅兼カフェなど兼用住宅の建築が可能になります。➡特別な許可が必要で、
相当の時間と費用が必要でした。

③ 空き家活用がし易くなります。➡用途変更許可を取る図面費用に数十万円必要でした。

④ 既存工場などの拡張・移転がしやすくなります。➡不可能でした。

※建築ルールは特定用途制限地域ごとに異なります。

※農地転用を要するものについては「転用できる場合に限る。」との条件が付きます。



新しい土地利用制度とは？
「市街化区域の用途地域」と「非線引き都市計画区域の特定用途制限地域」の違い

32

用途地域
・建築基準法で建築できる用途の種類が決まっている
・下の13種類あり、大きく住宅系、商業系、工業系に分かれる
・都市計画区域内であれば、設定は可能➡市街化区域である必要なし

下
に
行
く
ほ
ど
大
き
く
多
用
途
の
建
築
が
可
能

特定用途制限地域
・建築基準法では建築できる用途の種類は決まっていない
・市町条例で建築できる用途の種類を決めることになっている
・非線引き都市計画区域内のみ設定は可能
➡市街化区域、市街化調整区域との共存はできない

特定用途制限地域の特徴

○法律でがんじがらめの用途地域とは違い、市
町村条例で決めるので各自治体のまちづくり
の個性、方向性が打ち出せる
○原則、「建築できない用途」を規定する
➡非線引き都市計画区域は「建築において無
秩序な土地利用が起きる可能性が低い」地域と
の前提で、まちづくりの方向性に合わせて必要
がない用途を排除する組み立て
○農用地区域の指定も可能など、区域指定の
縛りが緩い
➡非線引き都市計画区域は「建築において無
秩序な土地利用が起きる可能性が低い」地域
なので。当然、他法令の規制は残り、建築でき
ないことも多々ある。
○土地利用規制は弱いが、価値も上がりにくい
➡ 「建築において無秩序な土地利用が起きる
可能性が低い」ので、土地需要が高まると限ら
ず、土地価格が上がる可能性も低い
※「売りやすく」なるが、「買ってくれる」と限らないし、高く売れない



集落系、産業系、観光系、拠点形成系、公共公
益系、保全系など加西市が独自に10種類の
類型を設けて建築できる建築物を規定して
います。

１ きめ細かな土地利用の誘導

２ 地域主体のまちづくりの実現

※ 集落内は、住環境に配慮した規制の内容としており、大
規模な建築物や住環境に影響を及ぼす業種の工場な
どの建築を制限しています。

特定用途制限地域は、地域の実情、意向に応
じて、それぞれの地域にあった規制内容とな
るよう数年毎に見直しを行っていく予定です。

新しい土地利用制度とは？ 「特定用途制限地域」の概要

イメージ図

※ 特定用途制限地域の指定案は、R４年冬に実施
した自治会毎の特別指定区域の意向調査を基
に作成しています。

※ 特定用途制限地域の指定を、兵庫県が行う５年
毎の区域区分の県内一斉見直し（R8.3月末）に
間に合わせる必要があるため、今後、自治会や
企業からいただくご要望については、当初案の
決定後（R8.4月以降）、できるだけ早期の見直
しに着手することで反映させて参ります。
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※R7年6月時点の案で、詳細は県と協議中のため変更される場合があります。

特定用途制限地域の各地区のイメージ 本表は簡易なものです。詳細は
次ページ以降でご確認下さい。 34

地区系統 地区細区分
地区
表示色

指定面積（案） 面積比率 指定する地域
土地利用
計画の区分

まちづくりの目的

集落活力維持地区 222.3ha 2.0%
集落区域
活力維持型

現状維持

集落活力再生地区 785.5ha 7.1%
集落区域
活力再生型

若者世代の受け入れに
よる地域活性化

集落産業共生地区 725.9ha 6.6%
集落区域
産業共生型

地域産業と集落活性化
の共存共栄

既存事業所等誘導地区 321.1ha 2.9%
既存事業所とその周

辺
既存事業所等の保全・
育成

産業施設等周辺地区 207.8ha 1.9%
幹線道路沿道など産

業用地適地
産業施設集積、拠点形
成

観光系 地域資源活用地区 826.5ha 7.5%
ゴルフ場など観光・
運動系施設周辺

特定区域
商業型
森林区域

観光、運動等の振興に
資する施設の保全・立
地誘導

拠点形成系 地域拠点形成地区 86.4ha 0.8%
学校跡地、かさいセ
ントラルスクエアな
ど新しい地域の拠点

小中学校跡地の活用、
新病院など、小学校区
における拠点形成

公共公益系 公共公益施設等周辺地区 214.3ha 1.9%
教育施設、公民館、
福祉施設、下水処理

施設など

公共公益施設の維持・
保全

農業保全地区 白抜き 3,884.0ha 35.1%
農用地区域など一団

の優良農地
守るべき優良農地の維
持・保全

山林保全地区 3,792.2ha 34.3%
保安林、地域森林計
画対象民有林など一

団の山林

守るべき山林の維持・
保全

計 11,066.0ha 100.0%

保全系
農業区域
森林区域
保全区域

集落系 集落、集落周辺

工業系
特定区域
工業運輸型

特定区域
公共公益型



※R7年6月時点の案で、詳細は県と協議中のため変更される場合があります。

特定用途制限地域における建築物の用途制限 本表は簡易なものです。詳細は
次ページ以降でご確認下さい。

35

集落活力
維持地区

集落活力
再生地区

集落産業
共生地区

既存事業所
等周辺地区

産業施設等
周辺地区

地域資源
活用地区

地域拠点
形成地区

公共公益
施設等
周辺地区

農業保全
地区

山林保全
地区

戸建て住宅 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

共同住宅等 × ▲
500㎡以下

▲
500㎡以下

▲
500㎡以下

○ ○ ○ ○ × ×

▲
300㎡以下

▲
300㎡以下

▲
300㎡以下

▲
500㎡以下

▲
500㎡以下

▲
1,500㎡以下

▲
6,000㎡以下

▲
500㎡以下

× ▲
300㎡以下

▲
300㎡以下

▲
300㎡以下

▲
600㎡以下

▲
6,000㎡以下

○ ▲
1,500㎡以下

▲
6,000㎡以下

○ × ▲
600㎡以下

× ▲
300㎡以下

▲
300㎡以下

× × ○ ○ × × ▲
600㎡以下

× ▲
300㎡以下

▲
300㎡以下

▲
600㎡以下

▲
600㎡以下

▲ ○ ○ × ▲
600㎡以下

× × × × × × × × × ×

診療所、こども園等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ ▲

病院、大学等 × × ▲
300㎡以下

▲ ▲ ▲ ○ ○ × ×

老人福祉センター等 ▲
300㎡以下

▲
300㎡以下

▲
600㎡以下

▲
600㎡以下

▲
600㎡以下

○ ○ ○ × ×

倉庫業倉庫 × × × × ○ × ▲
6,000㎡以下

× × ×

自家用・事業用倉庫 ▲
300㎡以下

▲
300㎡以下

▲
600㎡以下

▲
6,000㎡以下

○ ▲
600㎡以下

▲
6,000㎡以下

▲
600㎡以下

× ▲
600㎡以下

車庫 ▲
300㎡以下

▲
300㎡以下

▲
300㎡以下

○ ○ ○ ○ ○ ▲
100㎡以下

▲
300㎡以下

原動機あり工場 ▲
50㎡以下

▲
150㎡以下

▲
600㎡以下

▲
6,000㎡以下

○ ▲
600㎡以下

▲
6,000㎡以下

▲
600㎡以下

× ×

原動機なし工場 ▲
150㎡以下

▲
300㎡以下

▲
600㎡以下

▲
6,000㎡以下

○ ▲
600㎡以下

▲
6,000㎡以下

▲
600㎡以下

× ×

住宅

店舗、飲食店

事務所

ホテル、旅館

運動施設

遊戯施設、風俗施設

公益
施設

工場

倉庫



• 「山林保全地区」以外の地区で、一戸建て住宅は建築可能です。

•農家、地縁者、分家など「者」の制限はなくなり、誰でも住宅が建築可能になります。

•住宅と店舗、事務所などの用途を兼ねた兼用住宅が建築可能になります。

•集落系地区として３種類（黄色、オレンジ、ピンク）の特定用途制限地域を指定します。
「集落活力維持地区」以外の２地区では、小規模な共同住宅、長屋が建築可能です。

・産業系地区の２種類（青色、水色）は共同住宅、長屋が建築可能です。

➡従業員などの居住ニーズに対応

※R7年6月時点の案で、詳細は県と協議中のため変更される場合があります。

特定用途制限地域における建築物の用途制限 （1/7） 住宅等 36
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区
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区
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益
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等
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辺
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区

農
業
保
全

地
区

山
林
保
全

地
区

一戸建ての住宅 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

長屋、共同住宅、寄宿舎又は下宿 × ⑤ ⑤ ⑤ ○ ○ ○ ○ × × ⑤床面積500㎡以内

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

※　本表に掲載した制限とは別に、農地法、農振法、森林法など他法令の規定により制限をうけることがあります。

特定用途制限地域　地区名
※右欄の地区名称は縦書き

備
　
考

住宅、
共同住宅、
寄宿舎、
下宿

兼用住宅で、非住宅部分の床面積の合計が、50
㎡以内かつ建築物の延べ面積の1/2未満のもの

建築物の種類

建築基準法の分類



• 集落系3地区では、小規模な店舗（集落活力維持地区のみ２低専並、その他は１中高並）も建築可能。

※R7年6月時点の案で、詳細は県と協議中のため変更される場合があります。

特定用途制限地域における建築物の用途制限 （２/7） 店舗等

• 県の広域土地利用プログラムの上限6,000㎡超の大規模店舗の立地に当たっては、地区計画等の活用を検討
しますので、随時、加西市都市計画課にご相談下さい。

• 「地域資源活用地区（濃茶色）」（ゴルフ場等観光資源がある土地）では床面積1500㎡まで建築可能。

• 「地域拠点形成地区（薄茶色）」（小中学校跡地、新病院周辺）では床面積6,000㎡まで建築可能。
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□ ■ ■ ■ ■ ○ ○ ○
□
▲

■

□

■

▲

日用品販売店舗、喫茶店、理髪店
等のサービス業用店舗
□に加えて物品販売店舗、飲食
店、損保代理店等のサービス業用
店舗
一戸建ての住宅に兼用又は併用す
るものに限る

□
④

■
④

■
④

■ ■ ○ ○
■
④

□
③
▲

△
④

□

■

△

③
④
▲

日用品販売店舗、喫茶店、理髪店
等のサービス業用店舗
□に加えて物品販売店舗、飲食
店、保険代理店等のサービス業店
舗
■から保険代理店等サービス業店
舗を除いた店舗
床面積200㎡以内
床面積300㎡以内
一戸建ての住宅に兼用又は併用す
るものに限る

× × × × × ○ ○ × × ×

× × × × × ▲ ○ × × × ▲ 運動施設に附属するものに限る

× × × × × × ⑨ × × × ⑨ 床面積6,000㎡以内

× × × × × × × × × ×

※　本表に掲載した制限とは別に、農地法、農振法、森林法など他法令の規定により制限をうけることがあります。

　　　　　　　　　〃
1,500㎡を超え、3,000㎡以内のもの

　　　　　　　　　〃
3,000㎡を超え、10,000㎡以内のもの

　　　　　　　　　〃
10,000㎡を超えるもの

店
舗
等

備
　
考

店舗等の床面積の合計が
150㎡以内のもの

　　　　　　　　　〃
150㎡を超え、500㎡以内のもの

　　　　　　　　　〃
500㎡を超え、1,500㎡以内のもの

特定用途制限地域 地区名

※右欄の地区名称は縦書き

建築物の種類

建築基準法の分類



※R7年6月時点の案で、詳細は県と協議中のため変更される場合があります。

特定用途制限地域における建築物の用途制限 （３/７） 事務所等

• 農業保全地区以外で、事務所が建築可能になります。

• 地縁者など「者」の条件なしに事務所建築が可能になります。

• 住宅に事務所を兼ねる兼用住宅の建築が可能になります。
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地
区

農
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保
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地
区

山
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保
全

地
区

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○

④ ④ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ④ 床面積300㎡以内

× × ⑥ ○ ○ ○ ○ ○ × ⑥ ⑥ 床面積600㎡以内

× × × ○ ○ × ○ ○ × ×

× × × ⑨ ○ × ⑨ ○ × × ⑨ 床面積6000㎡以内

× × × × ○ × × ○ × ×

そ
の
他

× × ⑥ ⑨ ○ ⑥⑪ ○ ○ × ×

⑥
⑨
⑪

床面積600㎡以内
床面積6000㎡以内
運動施設又は食料品製造
業若しくは飲料・たばこ・飼
料製造業を営む事業所に
附属するもので床面積
3000㎡以内

※　本表に掲載した制限とは別に、農地法、農振法、森林法など他法令の規定により制限をうけることがあります。

研究所又は研修所

備
　
考

事
務
所
等

事務所等の床面積の合計が
150㎡以内のもの

　　　　　　　　　〃
150㎡を超え、500㎡以内のもの

　　　　　　　　　〃
500㎡を超え、1,500㎡以内のもの

　　　　　　　　　〃
1,500㎡を超え、3,000㎡以内のもの

　　　　　　　　　〃
3,000㎡を超え、10,000㎡以内のもの

　　　　　　　　　〃
10,000㎡を超えるもの

兼用住宅で、非住宅部分の床面積の合計が、50
㎡以内かつ建築物の延べ面積の1/2未満のもの

特定用途制限地域 地区名

※右欄の地区名称は縦書き

建築物の種類

建築基準法の分類



※R7年6月時点の案で、詳細は県と協議中のため変更される場合があります。

特定用途制限地域における建築物の用途制限 （４/７） 倉庫等

• 市全域で単独車庫の建築が可能になります。

例） 調整区域では自宅の道向かいの自己所有地で車庫が建築不可能→廃止後は、建築可能。

• 倉庫業を営んでいない倉庫は、自己用・事業用に関わらず、床面積上限に違いはありますが、

「農業保全地区以外」で建築可能になります。

• 倉庫業倉庫は、「産業施設等周辺地区」及び「地域拠点形成地区」で建築可能です。
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④ ④ ④ ○ ○ ○ ○ ○ ② ④
②
④

床面積100㎡以内
床面積300㎡以内

④ ④ ④ ○ ○ ○ ○ ○ ② ④
②
④

床面積100㎡以内
床面積300㎡以内

× × × × ○ × ⑨ × × × ⑨ 床面積6000㎡以内

× × × × × ○ ○ ○ ○ ○

④ ④ ⑥ ⑨ ○ ⑥⑪ ⑨ ○ × ⑥

④
⑥
⑨
⑪

床面積300㎡以内
床面積600㎡以内
床面積6000㎡以内
運動施設又は食料品製造業若し
くは飲料・たばこ・飼料製造業を
営む事業所に附属するもので床
面積3000㎡以内

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

床面積が15㎡以内の畜舎 ▲ ▲ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

駐輪場 ④ ④ ④ ○ ○ ○ ○ ○ ② ④
②
④

床面積100㎡以内
床面積300㎡以内

※　本表に掲載した制限とは別に、農地法、農振法、森林法など他法令の規定により制限をうけることがあります。

そ
の
他

備
　
考

倉庫業倉庫

建築物附属車庫

単独車庫工
場

、
倉
庫
等

▲　附属建築物に限る

床面積が15㎡を超える畜舎

倉庫業を営んでいない倉庫（農業用倉庫を除く。）

農業用倉庫

農業用施設（畜舎を除く。）

特定用途制限地域 地区名

※右欄の地区名称は縦書き

建築物の種類

建築基準法の分類



※R7年6月時点の案で、詳細は県と協議中のため変更される場合があります。

特定用途制限地域における建築物の用途制限 （５/７） 工場等

• 集落内工場の用途について、「集落活力維持地区」で準住居地域程度、「集落活力再生地区」で
近隣商業地域程度、「集落産業共生地区」で準工業地域程度で、床面積300～600㎡以内。

• 特定用途制限地域において建築できる建築物の用途は、基本的に建築基準法別表第２を基に
規定しています。建築できる工場等の業種、原動機の有無・出力の上限等については、特定用途
制限地域の規定と建築基準法の規定を照らし合わせて、確認をお願いします。

• 「既存事業所等周辺区域」は準工業地域同等で床面積6000㎡以内、「産業施設等周辺地区」は
工業地域同等で床面積制限なし、幹線道路沿道など産業用地適地に指定
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○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ ○
▲ 一戸建ての住宅に兼用又は併用するものに

限る

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ×

▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ▲ 原動機を使わないものに限る

× ④▲ ⑥ ⑨ ○ ⑥⑩ ⑨ ⑥ × ×

④
⑥
⑨
⑩

▲

床面積300㎡以内
床面積600㎡以内
床面積6000㎡以内
食料品製造業又は飲料・たばこ・飼料製造業
を営む事業所で床面積3000㎡以内
原動機を使わないものに限る

× × ⑥■ ⑨■ ○ × ⑨■ ⑥■ × ×

⑥
⑨
■

床面積600㎡以内
床面積6000㎡以内
準工業地域で不可とされる事業のうち、金
属加工の事業に関するものに限り可能とす
る

④ ④ ⑥ ⑨ ○ ④ ⑨ ⑥ × ×

量が非常に少ない施設 × ③▲ ④ ○ ○ ⑥ ○ ○ × ×

量が少ない施設 × ③▲ ④ ○ ○ ⑥ ○ ○ × ×

量がやや多い施設 × × ④ ○ ○ ⑥ ○ ○ × ×

量が多い施設 × × × ○ ○ × ○ ○ × ×

※　本表に掲載した制限とは別に、農地法、農振法、森林法など他法令の規定により制限をうけることがあります。

備
　
考

工
場

、
倉
庫
等

パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋、洋服屋、畳屋、建具屋、自転
車店等の店舗に併設するもので作業場の床面積が50㎡
作業場の床面積の合計が50㎡以内の工場で危険性や環
境を悪化させるおそれが非常に少ないもの

作業場の床面積の合計が150㎡以内の工場で危険性や環
境を悪化させるおそれが少ないもの

危険性や環境を悪化させるおそれがやや多い工場

危険性が大きいか又は著しく環境を悪化させるおそれ
のある工場

自動車修理工場 ③
④
⑥
⑨
▲

床面積200㎡以内
床面積300㎡以内
床面積600㎡以内
床面積6000㎡以内
附属建築物に限る

火薬、石油
類、ガスな
どの危険
物の貯蔵・
処理の量

特定用途制限地域 地区名

※右欄の地区名称は縦書き

建築物の種類

建築基準法の分類



※R7年6月時点の案で、詳細は県と協議中のため変更される場合があります。

特定用途制限地域における建築物の用途制限（６/７） ホテル・遊戯施設
・風俗施設

• 集落内で、小規模なホテル、旅館が建築可能。➡古民家をリノベーションした宿泊施設が可能です。

• 特定用途制限地域内では、遊戯施設、風俗施設の立地は不可。

• 集落内で、小規模な運動施設（例：パーソナルジム）は建築可能。「地域資源活用地区」で運動施設
は建築可能だが、ボーリング場とスケート場は遊戯施設扱いとし不可。「既存事業所等周辺地区」
「産業施設等周辺地区」では企業の福利厚生施設としての運動施設のニーズにも対応。

※ 既存不適格建築物は、建蔽率及び容積率の範囲内、既存の床面積の1.2倍以内、同一敷地内、
同用途等の条件を満たせば増築、改築可能。
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× ④ ④ × × ○ ○ × × ⑥
④
⑥
床面積300㎡以内
床面積600㎡以内

× ④ ④ ⑥ ⑥ △ ○ ○ × ⑥

④
⑥
△

床面積300㎡以内
床面積600㎡以内
ボーリング場及びスケート
場を除く

× × × × × × × × × ×

× × × × × × × × × ×

× × × × × ▲ ▲ ▲ × × ▲ 観覧場に限る

× × × × × × × × × ×

× × × × × ○ ○ ○ × ×

× × ⑥ ○ ○ ⑥ ○ ○ × × ⑥ 床面積600㎡以内

※　本表に掲載した制限とは別に、農地法、農振法、森林法など他法令の規定により制限をうけることがあります。

備
　
考

結婚式場、葬儀場そ
の
他

ホテル、旅館

遊
戯
施
設

風
俗
施
設

ボーリング場、スケート場、水泳場、ゴルフ
練習場、バッティング練習場等

カラオケボックス等

麻雀屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券
発売所、場外車券売場等

劇場、映画館、演芸場、観覧場、ナイトクラ
ブ等

キャバレー、ダンスホール等、個室付浴場
等

展示場

特定用途制限地域 地区名

※右欄の地区名称は縦書き

建築物の種類

建築基準法の分類



※R7年6月時点の案で、詳細は県と協議中のため変更される場合があります。

特定用途制限地域における建築物の用途制限（７/７） 公共公益施設、
病院、学校等
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○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

× × ⑥ ○ ○ ○ ○ ○ × × ⑥ 床面積600㎡以内

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

× × × × × × ○ ○ × ×

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ×

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ③▲ ×
③
▲
床面積200㎡以内
一戸建ての住宅に兼用又
は併用するものに限る

○ ○ ○ × × × ○ ○ × ×

④ ④ ⑥ ⑥ ⑥ ○ ○ ○ × ×
④
⑥
床面積300㎡以内
床面積600㎡以内

× × × × × × ○ × × ×

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

× ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ×

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

※　本表に掲載した制限とは別に、農地法、農振法、森林法など他法令の規定により制限をうけることがあります。

便所又は休憩所

バスの停留所の上家

卸売市場、火葬場、と畜場、汚物処理場、
ごみ焼却場等

都市計画決定が必要

公衆浴場、保育所等

診療所

老人ホーム、身体障害者福祉ホーム等

老人福祉センター、児童福祉施設等

自動車教習所

ペット美容室又は動物病院
そ
の
他

近隣住民が利用する公民館、集会所

ごみ置場の上家

公
共
公
益
施
設

、
病
院

、
学
校
等

幼稚園、小学校、中学校、高等学校

大学、高等専門学校、専修学校等

備
　
考

図書館等

巡査派出所、一定規模以上の郵便局等

神社、寺院、教会等

病院

特定用途制限地域 地区名

※右欄の地区名称は縦書き

建築物の種類

建築基準法の分類



• 建築物の高さの上限

特定用途制限地域の区分 制限を受ける建築物 高さの限度

集落活力維持地区
集落活力再生地区
集落産業共生地区
農業保全地区
山林保全地区

工場、事務所、倉庫 １5ｍ

上記以外の建築物 １2ｍ

既存事業所等周辺地区
産業施設等周辺地区

すべての建築物 ２０ｍ

地域資源活用地区
地域拠点形成地区
公共公益施設等周辺地区

すべての建築物 31m

「特定用途制限地域」とは？
その他の建築制限 ※R7年6月時点の案で、詳細は県と協議中のため変更される場合があります。

• 建ぺい率、容積率 ➡ 市街化調整区域と同じ 60％ / 200％

• 日影規制、斜線制限 ➡ 市街化調整区域と同じ

• 壁面後退、敷地面積の最低限度
➡一戸建て住宅は、壁面後退1ｍ以上、住宅敷地の最低限度180㎡
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３-３ 特定用途制限地域
地区指定案（R7年8月時点の素案）
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市全図（図郭割） 45

・1/25000市全図の図郭割に合わ
せて1/2500区域図を作成しており
ますので、各小学校区、各自治会ご
との図面は作成しておりません。
（＝作成できません）
ご了承願います。

・最新の計画図案は市ホームページ
上で随時更新しますので、この資料
ではなく、市ホームページ上の計画
図案を参照願います。



富田（畑） 46



富田（畑） 47



在田（甲和泉、別所） 48



日吉（甲和泉、山田、大工） 49



日吉（大工）、宇仁（鍛冶屋、国正） 50



宇仁（国正） 51



富田（西谷東、西谷西、畑、窪田、芝自治区） 52



北条（小谷）、富田（谷、西谷東）、在田（鴨谷） 53



在田（殿原、鴨谷、上野） 54



在田（殿原、中富、越水、北、別所、上野）、日吉（甲和泉、満久、島、西野々） 55



日吉（甲和泉、乙和泉、山田、野上、池上、西野々、馬渡谷、大工）、
宇仁（鍛冶屋、青野）
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日吉（大工）、宇仁（鍛冶屋、油谷、田谷、国正、青野） 57



宇仁（国正） 58



富田（畑、窪田、吸谷、西上野） 59



富田（谷、西谷東、窪田、西上野、市村）、北条（小谷、栗田、黒駒、女鹿山） 60



北条（横尾、栗田、古坂）、在田（殿原、鴨谷、笹倉、中富） 61



在田（殿原、笹倉、中富、越水）、日吉（満久、島、西野々、池上）、
富合（別府西）
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日吉（野上、池上、西野々）、宇仁（青野）、富合（都染、別府西） 63



宇仁（鍛冶屋、油谷、田谷、国正、小印南、青野） 64



宇仁（国正、小印南） 65



富田（坂元、福居、谷口、吉野）、賀茂（山下東、山下中） 66



富田（市村、坂元、福居）、北条（西高室、東南、西南、黒駒）、
賀茂（東横田）
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北条（古坂、東高室）、富合（玉野、玉丘）、在田（笹倉） 68



富合（別府西、常吉、朝妻、玉野、山枝、玉丘）、在田（笹倉、中富） 69



富合（都染、別府西、別府中、別府東、常吉）、宇仁（青野） 70



富合（別府東、青野原）、宇仁（小印南、青野） 71



宇仁（小印南） 72



賀茂（福住東、山下東、山下中、山下西） 73



賀茂（福住東、西横田、東横田、鎮岩、岸呂）、
北条（東高室、西高室）
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北条（東高室）、賀茂（鎮岩）、下里（尾崎、段下、中西北）、
九会（鶉野上）、富合（豊倉、玉野、玉丘）
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富合（朝妻、豊倉、玉野）、九会（鶉野上） 76



富合（常吉、朝妻）、九会（繁昌、繁昌団地） 77



九会（繁昌）、富合（青野原） 78



賀茂（中山） 79



賀茂（福住東、福住西、山下西、東剣坂、西剣坂、中山） 80



賀茂（福住東、鎮岩、岸呂、東長、西長、東剣坂）、
下里（両月、大村、段下）
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下里（戸田井、両月、大村、尾崎、段下、中西北、中西南、琵琶甲、牛居、野条）、

九会（鶉野上）
82



九会（上宮木、下宮木、下宮木村、鶉野上、鶉野中）、下里（野条）、
富合（朝妻、豊倉）
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九会（繁陽、繁昌、繁昌団地、下宮木、下宮木村）、富合（朝妻） 84



九会（繁昌） 85



賀茂（中山、大柳） 86



賀茂（東剣坂、中山、大柳） 87



賀茂（西長、東剣坂）、下里（王子、戸田井、両月） 88



下里（王子、戸田井、両月、牛居、野条、上野田、東野田、東笠原、西笠原、新生）、

九会（鶉野中）
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九会（中野、下宮木、下宮木村、鶉野南、鶉野中）、
下里（野条、東笠原）
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九会（中野、桑原田、繁陽、繁昌） 91



九会（栄、桑原田、繁陽） 92



賀茂（東剣坂、大柳） 93



下里（三口、坂本） 94



下里（東笠原、西笠原、三口、千ノ沢）、九会（田原、鶉野南） 95



九会（田原、網引、鶉野南） 96



九会（網引、栄、桑原田） 97



九会（栄） 98



下里（坂本） 99



下里（三口、坂本） 100



下里（三口、倉谷、千ノ沢）、九会（田原） 101



九会（田原、網引） 102



九会（網引、南網引） 103



九会（網引、南網引） 104



九会（南網引） 105



４ その他法令規制、手続き
４-１ 開発許可面積の変更
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線引き廃止により「開発許可の対象面積」が変更となります。

• 都市計画法施行令第19条の規定により、
開発許可の対象面積が1,000㎡→3,000㎡へ自動的に変更。
1,000㎡以上3000㎡未満の小規模な開発は許可不要となります。

都市計画法に基づく許可を要する開発行為

1,000
㎡以上

3,000㎡
以上

10,000㎡
以上

都市計画区域 市街化区域

市街化調整区域

3,000㎡
以上

10,000㎡
以上

開発許可必要

開発許可必要

開発許可必要

区　域 規制対象面積
区域面積

都市計画区域外

線引き

非線引き

1,000㎡
以上

線
引
き
廃
止

開発許可不要だが市条例の対象

許可不要となる1000㎡～3000㎡の小規模開発
については、市開発調整条例を改正し、市担当課と
の協議、住民説明に加え、都市計画法の開発許可と
同程度の技術基準への適合を必要とします。

107



４-２ 新開発調整条例の運用
（住民説明、県緑条例の代わりとなる
緑地ルールなど）
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・災害の発生のおそれのある区域に係る対応

・災害レッドゾーン区域
新築については原則建築禁止

・災害イエローゾーン区域
建築を行う場合、避難場所の確認に関する
書面の提出を求めます。
※確認申請の調査書に添付して同時提出

「（仮称）加西市まちづくりと開発調整に関する条例（新開発調整条例）」①
※詳細は検討中のため変更となる場合があります。

•線引き廃止に伴い、市開発調整条例の条
例対象事業を拡大するなど、事前調整の
基準、手続きの変更を行います。

•加西市では建築物の建築を伴わない
1000㎡以上の土地利用について、周辺
地域との調和を図ることを目的に、事前
調整の基準、手続きを市開発調整条例に
定めています。

①特定用途制限地域内の協議対象行為を追加

②都市計画法の技術基準への適合

③地元自治会への事前説明＋協定締結

• 小規模開発（1,000～3,000㎡）に係る対応

↓現在の開発調整条例の手続きです。■①新開発調整条例の改正概要
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「（仮称）加西市まちづくりと開発調整に関する条例（新開発調整条例」②
※詳細は検討中のため変更となる場合があります。

■②新開発調整条例の対象となる行為（詳細）

・青色網掛けは新たに追加（分離）した対象行為。赤字は面積、その他条件等の変更。

110

目的 対象行為 面積等条件 市との協議、住民説明

ア 造成
建築を目的とする土地の区画形質の変更（≒開発行
為）（事業区域の拡大含む。）

区域面積1,000㎡以上 協議+住民説明

イ 区域面積1,000㎡以上、かつ、2区画以上 協議+住民説明

ウ
上欄に該当しない開発行為のうち、特定用途制限地域
内、かつ、3区画以上

住民説明

エ 建築 大規模建築物の建築行為
高さ15ｍ以上又はその行為の対象となる建築面積
1,000㎡以上

協議+住民説明

オ 新築 建築物等の建築行為（新築に限る。） 区域面積1,000㎡以上 協議+住民説明

カ 区域面積1,000㎡以上（改築、用途変更が対象） 協議+住民説明

キ
上欄に該当しない建築行為のうち、特定用途制限地域
内、かつ、区域面積500㎡～1,000㎡（新築、改築、用
途変更が対象）

住民説明

ク 15戸（15室）以上
協議+住民説明（特定用途制限地域内に限り、＋自治会と
開発事業者との管理協定）

ケ
上欄に該当しない建築行為のうち、特定用途制限地域
内、かつ、3戸（3室）以上の事業

住民説明＋自治会と開発事業者との管理協定

コ 建築 深夜営業店舗の建築行為 23時～5時営業、かつ、区域面積1,000㎡以上 協議+住民説明+加西警察署協議

区域面積3,000㎡以上 協議+住民説明

区域面積1,000㎡～3,000㎡、かつ、盛土規制法適用 協議+住民説明

シ 建築 工作物の建築行為 高さ31ｍ以上 協議+住民説明

ス 土地利用
太陽光発電施設、蓄電池の設置
（事業区域の拡大含む。）

区域面積1,000㎡以上 協議+住民説明＋自治会と開発事業者との管理協定

セ 土地利用
太陽光発電施設、蓄電池の設置
（事業区域の拡大含む。）

区域面積200～1,000㎡ 住民説明＋自治会と開発事業者との管理協定

チ 建築
ホテル、旅館、簡易宿所（民宿など）、民泊施設、結婚式
場、葬儀場の建築行為

全て 協議+住民説明＋自治会と開発事業者との管理協定

分譲を目的とする土地の区画形質の変更（≒開発行
為）（事業区域の拡大含む。）

造成

サ
露天駐車場、資材置場の設置
（事業区域の拡大含む。）

特殊建築物等の建築行為（増築除く。）

長屋、共同住宅、寄宿舎、下宿の建築行為（増築除く。）

改築
用途変更
（新築）

新築
改築

用途変更

土地利用



「（仮称）加西市まちづくりと開発調整に関する条例（新開発調整条例）」③

※詳細は検討中のため変更となる場合があります。

都市計画
区域外

市街化
調整区域

市街化区域

県
緑条例
適用

県環境条例適用

都市計画
区域外

非線引き
都市計画
区域（用途地
域含む）

加西市（現行） 加西市（線引き廃止後）

県
緑条例
適用

新
開発調整
条例適用

都市計画

緑地の基準

• 現在、緑条例が適用されている都市計画区域外においては、引き続き県緑条例により緑化誘導。

※ 「県緑条例」とは、「緑豊かな地域環境の形成に関する条例」のこと。

※ 「県環境条例」とは、「環境の保全と創造に関する条例」のこと

• 緑地整備について、線引き廃止すると本来は県緑条例が適用されますが、本市の非線引き都市
計画区域においては、開発手続きに係る事業者・行政の負担軽減や、制度の分かりやすさ、市に
よる主体的なまちづくり推進の観点から県緑条例は適用せず、新開発調整条例に緑化誘導に関
する規定を盛り込み、緑化誘導を図る方向で県と協議調整中です。

• 新開発調整条例に緑化に関する規定を設け、緑条例が対象とする事業区域面積が1,000㎡以
上の開発行為について、同条例に基づき市が緑化誘導を行います。

※ 都市計画区域外における小規模開発（1,000～3,000㎡）の技術基準については、市開発調整条例を適用。

■③緑地整備の
基準について
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緑化基準

1号区域 森林保全率30％以上

森を守る区域 緑地率20％以上

2号区域 森林保全率30％以上

森を生かす区域 緑地率20％以上

3号区域 農業区域 森林保全率20％以上

田園の区域 集落区域活力維持型 緑地率20％以上

集落区域活力再生型

集落区域産業共存型

特定区域

緑化基準

4号区域
まちの区域

市土地利用計画

用途地域

保全区域

森林区域

緑地率5％以上

県緑条例の区域 緑化基準

森林保全率50％以上

森林保全率30％以上

緑地率20％以上

緑地率10％以上

1中高、2中高、1住居、
2住居、近隣商業、準工業

1低專、2低專 緑地率20％以上

工業、工専

緑地率10％以上

森林保全率10％以上
緑地率10％以上

「（仮称）加西市まちづくりと開発調整に関する条例（市開発調整条例）」④
※詳細は検討中のため変更となる場合があります。

【特定用途制限地域】

【用途地域】

【都市計画区域外】

■緑豊かな地域環境の形成に関する条例
（県緑条例）

■（仮）加西市まちづくりと開発調整に関する条例
（新開発調整条例）

• 緑化基準の設定に関しては、
市の土地利用計画の区分に対
応する緑条例の基準と同等レ
ベルの基準とする予定。

• 加西市工場立地法準則条例に
より、用途地域の工業地域と工
業専用地域における緑地面積
率が5％となっていることとの
整合を図ります。

■④事業区域面積1000㎡以上の開発行為において必要な緑地面積
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新開発調整条例は都計審審議事項ではありませんが、次回
以降の都計審で再度説明します。



※参考 令和７年４月から盛土規制法の運用が開始されました。 113



※参考 令和６年10月、太陽光発電施設の規制が強化されました。 114



５ 線引き廃止で予想される影響
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農地転用の手続きはどうなるのか？

!! 線引きが廃止されても、農地では、農振法、農地法の規制
があるため、農地が転用しやすくなるわけではありません。

•旧市街化区域内の農地の転用手続きは、
「農業委員会への届出」から「県の許可」へ変更となります。

※旧市街化区域（用途地域）は第３種農地のため原則許可
されます。

•旧市街化調整区域、都市計画区域外の農地の転用手続き
は、従来どおり変更ありません。「県の許可」が必要です。
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税金はどうなるのか？

• 旧市街化区域内にある農地の固定資産税評価方法

は「宅地並み評価」から「一般農地評価」となり、固定

資産税の評価額が下がり、税額も下がります。

旧市街化区域内の農地

※令和８年３月末日に線引き廃止の場合、固定資産税には令和９年度分から反映されます。

※個々の土地の状況により、税額の下げ幅は異なります。

旧市街化区域内の農地

固定資産税
【土地・税額】

R8年度

６～９割程度減

固定資産税
【土地・税額】

宅地並み評価 一般農地評価

税額

課税方法

土地種別

R9年度

宅地並み評価
評価額＝（路線価×0.8×土地形状補正－造成費相当額）×面積
税額＝評価額÷３×1.4％

一般農地評価
評価額＝ ㎡あたり評価額×面積
税額＝評価額×1.4％
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•線引き廃止を理由とした固定資産税評価額や課税方法の変更は原則行わず、
固定資産税には影響ありません。ただし、旧市街化区域内の農地は下図のとお
り課税方法が変更となり、固定資産税に影響（減額）します。

※ 線引き廃止後、周辺の土地利用が進むなど土地需要に変化が生じた場合は、固定資
産税評価額の変更に伴い、固定資産税も変更となります。
➡固定資産税は、用途地域指定をしない限り、その土地の価値・評価で決まります。
➡固定資産税に影響がない＝線引き廃止をするだけでは価値・評価は変わらない。



建築申請手続きなどはどうなるのか？

主な手続き 対象

① 建築許可申請
（都市計画法）

市全域で許可申請 「不要」
※旧市街化調整区域で許可必要→不要に取扱い変更。

② 建築確認申請
（建築基準法）

市全域で申請。権限は県。
※確認検査機関の皆様へ⇒R8/４より調査書の書式、やり取りの方法
を変更します。R7年秋頃に別途説明いたします。

③ 開発許可申請
（都市計画法）

・都市計画区域内3,000㎡以上で許可必要
・都市計画区域外10,000㎡以上で許可必要
※旧市街化区域、旧市街化調整区域で1,000㎡→3,000㎡に取扱い変更。

④ 開発に関する事前協議
（市の開発調整条例）

市全域1,000㎡以上で市と協議、住民説明必要
※線引き廃止と同時に市条例対象になる事業や要件を細分化します。

⑤ 農地転用
（農地法）

市全域で許可申請
※旧市街化区域で届出→許可申請に取り扱い変更。

⑥ 土地取引に関する届出
（国土利用計画法）

・都市計画区域内5,000㎡以上で届出
・都市計画区域外10,000㎡以上で届出
※旧市街化区域2,000㎡→5,000㎡に取扱い変更。

⑦ 土地取引に関する届出
（公有地の拡大の推進に関する法律）

・道路、公園など都市施設の区域200㎡以上で届出
・都市計画区域内10,000㎡以上で届出
※旧市街化区域5,000㎡→10,000㎡に取扱い変更。
※旧市街化調整区域で届出不要→届出必要に取扱い変更。

「青色」：手続きの取扱いが緩和されるもの、 「橙色」：手続きの取扱いが強化されるもの
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